本ひな型は、法令上必要最小限の形で作成されております。 

事業所の規模や用途により、必要な内容を追記してください。

（　　　　　　　　　　　　　）全体についての消防計画
１　各管理権原者の権原の範囲に関すること
　・建物の共用部分…（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　・各テナント部分…　テナント名　　　　　　各管理権原者等氏名
（　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　）（　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　以下必要に応じて追記すること
２　防火管理業務の一部委託に関すること　（ 有 ・ 無 ）
　(1) 受託者の氏名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(2) 受託者の住所（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(3) 防火管理業務の範囲（ 建物全体 ・ 建物の一部 （　　　　　　）　）
(4) 防火管理業務の方法（ 巡回方式 ・ 常駐方式 ・ 遠隔移報方式 ）
３　建物全体についての消火、通報及び避難の訓練その他防火管理上必要な訓練の定期的な実施に関すること
　　防火管理者は、消火及び避難の訓練を年（ 　 ）回以上行う。
　　防火管理者は、通報の訓練を年（ 　 ）回以上行う。
４　避難経路、避難口、安全区画、防煙区画その他の避難施設（以下「避難施設」という。）の維持管理及びその案内に関すること
　　管理権原者等は、避難施設が良好な状態に保たれるよう維持管理を行う、又は、関係者に維持管理を行わせるとともに、有事の際に避難施設の案内ができるよう手立てを講じる。
５　火災、地震その他の災害が発生した場合における消火活動、通報連絡及び避難誘導に関すること
　　各テナントは、テナント毎に作成した消防計画の自衛消防の編成に準じて、災害が発生した場合に災害活動にあたる。
６　火災の際の消防隊に対する建物の構造等の情報提供及び消防隊の誘導に関すること。
　　火災の発生したテナントの関係者は、消防隊の必要な情報を提供するとともに、消防隊の誘導を行う。

　　また、他のテナントの関係者も情報提供や誘導にできる限り協力する。
７　地震防災計画
(1) 地震に係る防災訓練の実施に関すること
　　　防火管理者は、地震に係る防災訓練を行う。
なお、「３　建物全体についての消火、通報及び避難の訓練その他防火管理上必要な訓練の定期的な実施に関すること」で行う訓練の際に併せて行うことも可能とする。
(2) 地震による被害の発生の防止又は軽減を図るために必要な教育及び広報に関すること
　　ア　管理権原者等は、建物の関係者に対し必要な教育を行う。
　　イ　管理権原者等は、地震注意情報等が発表されたときは、施設職員及び利用者に対し周知する。
８　施行
　　この計画は、（　　　　　　　）年（ 　 ）月（ 　 ）日から施行する。
